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今⽇お話しする内容
近藤絢⼦「就職氷河期世代-データで読み解く
所得・家族形成・格差」中公新書より
• 序章 就職氷河期世代とは
• 第１章 労働市場における⽴ち位置
• 第２章 氷河期世代の家族形成
• 第３章 ⼥性の働き⽅はどう変わったか
• 第４章 世代内格差や無業者は増加したのか
の内容の⼀部抜粋
＋政策インプリケーション
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「就職氷河期世代」の定義
• 本書では「1993-2004年に学校（⾼校、短⼤・⾼専、⼤学）を

卒業して労働市場に参⼊した世代」と定義
• 2019年の「就職氷河期世代⽀援プログラム」での定義に倣った
• ⼀般的には論者によって幅がある： 1993年卒から、という始まりは⽐

較的共通しているが、終わりがどこまでかは不明確
• いわゆる「ロスジェネ」とほぼ同義
• ⽣年で定義すると1970-1986年⽣まれに相当

• 前半と後半では学卒時の雇⽤状況はかなり異なる
• 2005年卒以降の世代についても扱う
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• バブル世代(87-92年卒）
バブル景気の売り⼿市場で就職した世代。

• 氷河期前期世代(93-98年卒）
⼭⼀證券などの破綻による⾦融危機よりは前
に就職活動をしていた世代。⼤卒は団塊ジュ
ニア世代と被る。

• 氷河期後期世代(99-04年卒）
⾦融危機後の、1950年代以降で最も景気が悪
かった時期に就職活動をしていた世代。

• ポスト氷河期世代(05-09年卒）
2000年代半ばの「回復期」に就職活動をして
いた世代。実は氷河期前期と就職率・求⼈倍
率・失業率などはかわらない。

• リーマン震災世代（10-13年卒）
リーマンショックや東⽇本⼤震災の影響を受
け、氷河期後期と同じくらい雇⽤情勢が厳し
い中で就職活動をした世代。
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上下の世代との雇⽤や年収の⽐較
• 男性に関しては、バブル世代と氷河期世代の差は歴然

• 年収については卒業後15年⽬でも差は縮まっていかない
• 氷河期前期世代と氷河期後期世代の間の差も⼤きい
• ポスト氷河期世代以降と氷河期世代の差はあまりない

• 2010年代前半までに卒業した世代は氷河期世代なみに正規雇⽤が少なく、平
均年収も上がっていない

• 今の20代は若年⼈⼝の減少による⼈⼿不⾜によって平均賃⾦は上がっている
と思うが、本プレゼンの対象には含まない

• ⼥性は労働市場全体の男⼥間格差の縮⼩が世代間格差を打ち消した
• 学卒時点での就職難は男性よりさらにひどかった
• しかし卒業後年数がたつと若い世代ほど正規雇⽤⽐率も年収も⾼くなる
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男性の世代別の雇⽤・年収の状況
⼈⼝に占める正規雇⽤
⽐率（p36図1-2)

卒業直後の正規雇⽤⽐
率は氷河期前期とそれ
以降の世代でも相当違
う

⾼校卒は氷河期後期世
代以降の世代は卒業後
10年たっても氷河期前
期世代に追いつかない

⼤卒は卒業後10年程度
で追いつく

平均年収（p38図1-3)

バブル世代と氷河期以
降の世代の差ははっき
りある
前期世代と後期世代の
差もある
氷河期後期世代ともっ
と下の世代の差は⼩さ
い

年齢を重ねても差はあ
まり縮まらない

この図は労働⼒調査を
⽤いており年収ゼロを
含むが、賃⾦センサス
で⼀般労働者のみにし
ても同じ傾向
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⼥性の世代別の雇⽤・年収の状況
⼈⼝に占める正規雇⽤
⽐率（p88図3-3)

卒業直後の正規雇⽤⽐
率は男性同様
バブル＞前期＞それ以
降

しかし上の世代ほど年
齢とともに正規雇⽤が
減っていくので途中で
逆転

特に⼤卒で変化が顕著

未婚化・晩産化の影響
もあるが⼦供のいる既
婚⼥性の正規雇⽤⽐率
も若い世代で上昇

平均年収（p90図3-4)

卒業直後は男性同様
バブル＞前期＞それ以
降

しかし上の世代ほど早
く減少に転じるので途
中で逆転

正規雇⽤⽐率同様⼤卒
の変化が顕著

ただし賃⾦センサスで
フルタイム雇⽤者のみ
にすると男性と同じ傾
向に⇒就業率・正規雇
⽤⽐率が増えたことの
影響である
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フルタイム雇⽤者の年収の動向
（男⼥とも）

• ソース：賃⾦センサス
• 学歴が取れるのは⼀般労働者

（フルタイム従業員）のみ
• 年収の⾦額は労働⼒調査よりも

ずっと正確
• 男⼥ともバブル＞前期＞後期

以降の順になっており、バブ
ル期との差が年齢とともに縮
まらない点も共通

男性 ⼥性

図3-5
(p92)
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氷河期世代の家族形成
• 氷河期世代は雇⽤が不安定なせいで結婚できず、結婚をしなけ

れば⼦供も作らないので少⼦化が進⾏した、という⾒⽅は根強
い
• 世代内の個⼈間⽐較をすると確かに雇⽤が安定している⽅が有

配偶率が⾼く⼦供の数は多い
• しかしそれを世代間の議論に拡張するのはミスリーディング
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⼥性の⽣年別 35・40歳時点の平均出⽣児数
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図2-1(p55)

出所：1980-2019年の⼈⼝動態
統計年報の⺟親の年齢（各歳）
別出⽣数と国勢調査の各歳別⼈
⼝より作成。⽣年＝調査年−年
齢で定義し、⽣年ごとに当該年
齢までの出⽣数を⾜し合わせた
ものを、国勢調査の⼈⼝で割っ
たもの。1966年〜79年⽣（40
歳）・84年⽣（35歳）を集計。

氷河期後期世代
⼤卒なら1976-81年⽣まれ
⾼卒なら1980-85年⽣まれ



コーホート出⽣率からわかること
• ⼀⼈の⼥性が産む⼦供の数は1970年代前半⽣まれを底に下げ⽌

まっている
• ⼀組の夫婦が持つ⼦供の数も同じ傾向
• ただし30代後半の出産が増え、晩産化は進んでいる

• むしろ氷河期世代よりも上の世代で出⽣率の低下が著しい
• 学卒時の景気ではなく別の要因の存在を⽰唆

• ではなぜ就職氷河期世代と少⼦化が紐づけて語られがちなの
か？
• 個⼈レベルでみると雇⽤が安定している⽅が家族形成しやすいのは事

実（⇒次ページ）
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初職の雇⽤形態別の既婚率と⼦供の数の推移
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図2-3(p64)



個⼈レベルの雇⽤形態と家族形成の関係
• 男性は初職が正規雇⽤だった⼈のほうが結婚も早く⼦供も多い

• 男性の場合は出産や育児の機会費⽤による代替効果はほとんどなく、世帯所
得が⾼いほうが⼦供を持ちやすいという所得効果のみが問題となるため

• ⼥性は20代のうちは初職が⾮正規のほうが⼦供の数が多く既婚率も
⾼い
• 若年妊娠の結果正規の職に就けなかったという逆の因果関係を反映している

可能性もあるし、若いうちは出産・育児の機会費⽤が下がる代替効果が勝る
ということかもしれない

• ⼥性も30代以降は初職が正規雇⽤だった⼈のほうが既婚率が⾼く⼦
供も多い
• 世帯所得が⾼いほうが⼦供を持ちやすい所得効果
• 正規雇⽤のほうが出産後も仕事を継続できる可能性が⾼く、むしろ機会費⽤

が低い可能性も？
• 正規雇⽤のほうが正規雇⽤についている配偶者を⾒つけやすい可能性も？
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⼤卒⼥性の出⽣率が上がり⾼卒⼥性の出⽣率は下
がっている

• 雇⽤の不安定化の影響を最も受
けたのは⾼卒
• 2000年代半ば以降の育休や保育

所の拡充の恩恵は正社員に偏る
＝⼤卒に影響⼤

⇒おそらく80年前後⽣まれで出⽣
率が下げ⽌まっていたのは出産後
も正社員就業を続けられるように
なった影響が⼤きいのではないか

• 世代内格差が家族形成にも及ん
でいるともいえる

• 出所：Kondo (2024) RIETI DP 24-E-063
労働⼒調査より作成
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世代内の年収格差の推移
• バブル＞前期＞後期 と所得

分布の上の階層が減って下の
階層がふえた
• その後、ポスト氷河期以降の

世代で上の階層が少し増えた
が下の階層が減っていない
• 下側に広がる形で格差が拡⼤

したことを⽰唆

図4-1 (p111) 世代別・男性の所得分布（労働⼒調査の階級値）
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世代内の年収格差の推移
• バブルから氷河期前期にかけて

はどの学歴でも格差が拡⼤
• 中央値/下位10%のほうがより拡⼤

している
• 氷河期後期以降は格差の拡⼤は

鈍化
• 特に上位10%/中央値は横ばいと

いってよい
• 次の図4-3で年収額⾃体を⾒る

と、下位層がより下がることで
格差が拡⼤したことが分かる

図4-2 (p113) 男性フルタイム雇⽤者の所得格差の推移（賃⾦センサス）
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親と同居する未婚の不安定雇⽤・無業者
の世代⼈⼝に占める割合

0
.0
5

.1
.1
5

1960 1965 1970 1975 19801960 1965 1970 1975 1980

男性 女性

高卒 短大高専卒

大卒

生年

35-39歳時点で未婚で親と同居する
⾮就業者・⾮正規雇⽤者の割合を労
働⼒調査を⽤いて計算したもの

(図4-5, p124)
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⼈⼝に占めるNEETやSNEPの割合
NEET

求職活動を
していない
未婚の無業
者で、主な
活動に学校
や家事を挙
げていない
⼈

（図4-4, p120)

SNEP 孤⽴無業者：無業者のうち、
普段家族以外と会わない⼈

(図4-6, p128) 18



就職氷河期世代がこれから直⾯する問題
• 親世代の加齢による⽣活困窮者増加の懸念

• 親と同居する未婚の不安定雇⽤・無業者が上の世代より多い
• NEET、SNEPなど社会的に孤⽴しやすい無業者も上の世代より多い
• 介護と仕事の両⽴問題：独⾝・⾮正規雇⽤の場合、特に深刻

• 氷河期世代⾃⾝の⽼後の貧困
• 若いころに⼗分な年⾦保険料を払ってこなかった場合の低年⾦

• いずれも氷河期世代だけでなくポスト氷河期世代やリーマン震災世
代にも共通する問題
⇒世代で区切らずに必要な⼈に必要な⽀援を届ける体制が必要

• 逆に氷河期世代もマジョリティはむしろ⽀える側となる
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親世代の加齢による⽣活困窮者増加の懸念
• 住居や⾷事などを親に頼っている低所得の独⾝者が親に頼れなくな

ることで困窮する恐れ
• 8050問題（50代のひきこもりの⼦と80代の親）は極端なケース
• マジョリティは不安定雇⽤ながらも就業はしている「ワーキングプア」であ

ると推測される⇒必要な対策は異なる

• 氷河期世代の親の⼤半は現時点ではまだ70代以下＝これから増えて
いくことが懸念される
• 氷河期世代の中で最年⻑の団塊ジュニア世代では顕在化しつつある

• 介護の負担が⽣じればさらに追い打ち
• 介護保険で使える介護施設・サービスの拡充が必要
• 「柔軟な働き⽅」による対応はエッセンシャルワーカーには届きにくい
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氷河期世代⾃⾝の⽼後の貧困
• 上の世代に⽐べて所得が低く、おそらく貯蓄も少ない
• 現役時代に払い込んだ年⾦保険料が少ないともらえる年⾦も少

なくなる
• 氷河期世代の相当数が若年フリーターだった1990-2000年代は、⾮正

規雇⽤者の多くは厚⽣年⾦に加⼊していなかった
• 厚⽣年⾦に加⼊していても、標準報酬⽉額が低ければ、社会保険料が

低い分、将来もらえる年⾦も少なくなる
• 現在の社会保障制度のまま氷河期世代が⾼齢期を迎えると、低

年⾦のため⽣活が成り⽴たたない⾼齢世帯が増える
• すでに⽣活保護受給者の半数を占める⾼齢者がさらに増えてしまう
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対策を考える上で
• 就労⽀援も⼤切だが、すでに中年となってからの就労⽀援では若年

期に失われた機会をとりもどすことはできない
• 氷河期世代というよりリーマン・震災世代を含む後続世代向けに30〜40代対

象の就労⽀援を継続・拡充はしておくべき
• それと同時に「就労⽀援だけですべては解決できない」ということを受け⼊

れて制度設計していくべき
• 社会保障制度の変⾰が必要

• ⾃営業世帯は国⺠年⾦、会社員世帯は厚⽣年⾦＋3号という型ではカバーで
きない多様な働き⽅の増加⇒対応した制度に変更が必要

• 氷河期世代の低年⾦問題はあくまできっかけと考えて、その場しのぎではな
くきちんと制度の本体を直していく必要があると思う

• 簡単ではなく時間もかかるがこれ以上先延ばしすべきではない
• 同時にもっとすぐにできる施策も進めておくべき

• 例えば⽯破政権下で政府が打ち出した「公営住宅の確保」は親世代の加齢に
よる⽣活困窮者対策として有効
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最近の動き

23
内閣官房ウェブサイト
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/shushoku_hyogaki_shien/index.html より引⽤

• 2024年の衆議院議員選挙
や2025年の参議院議員選
挙で争点となり世間の関
⼼が⾼まっている

• これまでの就労⽀援中⼼
の対策から⽼後の不安な
どにも⾔及されるように
なってはきた
• 介護や住居など具体的

な⽀援も⼊ってきた
• 低年⾦者対策など社会保

障についてはこれから？


